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日 本 電 気 技 術 規 格 委 員 会 規 格

地中電線と地中弱電流電線等を直接屋内に引込む場合の相互の離隔距離

ＪＥＳＣ Ｅ ２００９（１９９９）

１．適用範囲

この規格は，地中電線と地中弱電流電線等を直接屋内に引込む場合の相互の離隔距離に

ついて規定する。

２．技術的規定

地中電線と地中弱電流電線等を直接屋内に引込む場合の相互の離隔距離が，低圧又は高

圧の電線にあっては30cm以下，特別高圧電線にあっては60cm以下のときは，電線と弱電流

電線等との間に堅ろうな耐火性の隔壁を設ける場合を除き，電線を堅ろうな不燃性若しく

は自消性のある難燃性の管に収め，当該管が弱電流電線等と直接接触しないように施設す

ること。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合は，この限りではない。 

一 弱電流電線等が電力保安通信線であり，かつ，不燃性若しくは自消性のある難燃性の

材料で被覆した光ファイバケーブル又は不燃性若しくは自消性のある難燃性の管に収め

た光ファイバケーブルである場合。 

二 低圧の電線であって，かつ，弱電流電線等が電力保安通信線である場合。 

三 高圧又は特別高圧の電線を電力保安通信線に直接接触しないように施設する場合。 

四 弱電流電線等が，不燃性若しくは自消性のある難燃性の材料で被覆した光ファイバケ

ーブル又は不燃性若しくは自消性のある難燃性の管に収めた光ファイバケーブルであり，

かつ，その管理者の承諾を得た場合。 

五 使用電圧が170,000Ｖ未満の電線であって，弱電流電線等の管理者が承諾し，かつ，相

互の離隔距離が10cm以上である場合。 
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JESC E2009（地中電線と地中弱電流電線等を直接屋内に引込む場合の相互の離隔距

離）解説 

平成29年10月に見直しを行い，地中電線と地中弱電流電線等を直接屋内に引込む場合と地

中部分との保安レベルは制定当時と変化していないことから，本文の改定を行う必要がない

ことを確認した。 

なお，本解説での電気設備の技術基準の解釈（以下，「電技解釈」という。）の条項は，

規格制定時の電技解釈の条項番号を示す。 

１．制定経緯

地中電線が地中弱電流電線等と接近し，又は交さする場合の相互の離隔距離については，

電技解釈第139条第１項において，地中弱電流電線等が電力保安通信線であることや地中弱

電流電線等の管理者の承諾を得ること等を条件に，それぞれが接触することや接近すること

を認めている。

これに対し，屋内に施設される電線が弱電流電線等と接近し，又は交さする場合の相互の

離隔距離については，電技解釈第151条において，使用電圧が低圧，高圧，特別高圧の場合

のそれぞれについて屋内配線の規定（低圧；電技解釈第189条，高圧；電技解釈第202条第２

項，特別高圧；電技解釈第205条第２項）に準ずることとしており，地中電線と地中弱電流

電線等の所要離隔に対して厳しい規定値となっている。 

一方，電気事業の通信基盤整備は，自動検針を始めとするサービス高度化への要求から電

気使用場所まで拡大しつつあり，また電気通信事業においても電気事業者と共同で通信基盤

整備を進めるケースが増加しているため，屋内の電線と弱電流電線等の離隔距離についても

地中部分と同様な規制緩和の要望が高まっている。 

これらの状況を踏まえ，地中電線と地中弱電流電線等を直接屋内に引込む場合（施設状況

については別紙１を参照）については，地中部分と同等な保安レベルが確保できるため，屋

内においても地中部分と同様な離隔距離を確保すればよいことを認める規格を制定した。 

２．制定根拠

地中電線と地中弱電流電線等との接近又は交さに関する電技解釈第139条第１項の規定は，

電力中央研究所で実施した「地中電線故障を想定した地中弱電流電線との所要離隔距離の検

証」結果（概要は別紙２を参照）等に基づいたものであり，また地中電線と地中弱電流電線

等を直接屋内に引込む場合については， 

・ 屋内の電線及び弱電流電線等は地中部分の電線（ケーブル）及び弱電流電線等と同種

類である。 

・ 屋内の施設形態は地中部分のマンホール内と同等である。 

以上により，地中部分と同等の保安レベルが確保できることから，地中部分と同様な離隔距

離としても現状の保安レベルを確保することができる。 

３．規格の説明
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本規格は，屋内における電線及び弱電流電線等の施設形態が地中のマンホール内と同等であ

ることから，地中電線と地中弱電流電線等が接近又は交さする場合の離隔距離に関する規定で

ある電技解釈第139条第１項を屋内部分に準用することを認めたものであり，適用の条件として

地中電線と地中弱電流電線等を直接屋内に引込む場合に限定している。ここで「直接屋内に引

込む場合」に限定しているのは，屋内において地中部分と同等の保安レベルを確保するために

は，屋内における電線及び弱電流電線等が電技解釈第139条第１項で担保されている地中電線及

び地中弱電流電線等と同じ種類である必要があるためである。 

第一号から第三号では，弱電流電線等が電力保安通信線である場合について例外としている。

一般通信線のうち難燃性等の光ファイバケーブルについては電力保安通信線と同様な施設条件

で対応できるものと考えられるため，第四号では，光ファイバケーブルの管理者の承諾を得た

場合に限定し，電力保安通信線なみの施設方法が可能であるとしている。第五号では「地中電

線故障を想定した地中弱電流電線との所要離隔距離の検証」に関する電力中央研究所の実験に

基づき，電線が170kV未満で，弱電流電線等の管理者の承諾を得た場合には離隔距離を10cm以上

確保すればよいこととしている。ここでは，「弱電流電線等の管理者の承諾」としているが，

弱電流電線等を後から設置する場合には，電線の管理者の承諾が必要なことは当然である。 

なお，本規格でいう「耐火性」とはコンクリート等の不燃材料で作られたもので，加熱され

た状態においても著しく変形若しくは破壊しないことをいう。また，「不燃性」「自消性のあ

る難燃性」については，電技解釈第139条第４項の規定による。 

４．関連資料 

別紙１「施設状況及び用語の説明等」 

別紙２「電力中央研究所〔地中電線故障を想定した地中弱電流電線との所要離隔距離の検

証〕の概要」 
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別紙１ 

施設状況及び用語の説明 

○ケ ー ブ ル       ：絶縁物で被覆した上を保護被覆した導体をいう。 

○弱 電 流 電 線 等       ：「弱電流電線」及び「光ファイバケーブル」をいう。なお，「弱電流

         電線」とは，弱電流電気（電信・電話及びCATV等の音声や情報等）の

         伝送に使用する電気導体，絶縁物で被覆した電気導体又は絶縁物で被

         覆した上を保護被覆で保護した電気導体をいい，また「光ファイバケ

         ーブル」とは，光信号の伝送に使用する伝送媒体であって，保護被覆

         で保護したものをいう。 

○電力保安通信線：電気事業を運営するために必要な通信（電話及びテレメータ，キャリ

         アリレー等）を行うための弱電流電線等をいう。 

○マ ン ホ ー ル       ：地中電線路を管路式により施設する場合に，ケーブルの引き入れ・接

         続等を行うため地表面下に設けるコンクリート製の箱をいう。 

地中マンホール

地中管路

受電室

屋内電線路地中電線路

屋内配線

地中弱電流電線等

Ｇ．Ｌ

地中電線（ケーブル）
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別紙２ 

電力中央研究所報告 

「地中電線故障を想定した地中弱電流電線との所要離隔距離の検証」の概要 

１．試験方法及び条件 

 (1) 試験配置等 

   模擬マンホール内（気中及び水中）に地中電線及び弱電流電線を配置し，所要離隔距

  離の確保が最も困難となる管路端付近に地中電線の人工故障点を設定 

(2) 地中電線の故障条件 

  高圧地中電線は２相短絡故障，特別高圧地中電線は１線地絡故障を模擬 

(3) 供試ケーブル 

  地中電線：6.6kVＣＶＴケーブル，66kV及び154kVＣＶケーブル 

  地中弱電流電線：メタル電話ケーブル（難燃性及び非難燃性シース）及び光ファイバ

           ケーブル（非難燃性シース） 

２．試験結果 

(1) 故障アークによる弱電流電線への影響 

   地中電線と地中弱電流電線等の相互の離隔距離が10cm以上であれば 

・光ファイバケーブル及び電話ケーブルとも，地中電線からの故障アークによりシー

スに銅が付着し多少変色する程度である。 

・光ファイバケーブルの伝送品質への影響はない。 

・電話ケーブルについては電磁的な影響により一部符号誤りが発生するが，影響は軽

微である。 

(2) 地中電線及び地中弱電流電線の延焼状況 

   地中電線と地中弱電流電線等の相互の離隔距離が10cm以上であれば，故障継続時間が

  短いため地中電線及び地中弱電流電線とも延焼しない。また，万一地中電線が延焼した

  としても地中弱電流電線の表面温度は100℃以下であり，シース耐熱温度（表面で190～2

  00℃）を超えず，延焼することはない。

(3) 試験結果の評価  

  地中電線の事故率は低いが，万一地中電線（170kV未満）の地絡・短絡故障が発生した

  場合でも，地中弱電流電線との間に10cm以上の離隔距離が確保されていれば，人体への

  危害及び他人の設置する有線電気通信設備への妨害又は物件に問題となる損傷を与えな

  いことが確認できた。 
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日本電気技術規格委員会規格について

１．技術基準の性能規定化 

電気事業法においては，電気設備や原子力設備など七つの分野の技術基準が定

められており，公共の安全確保，電気の安定供給の観点から，電気工作物の設計，

工事及び維持に関して遵守すべき基準として，電気工作物の保安を支えています。

これら技術基準のうち，発電用水力設備，発電用火力設備，電気設備，発電用風

力設備の四技術基準を定める省令は，性能規定化の観点から平成9年3月に改正さ

れました。 

２．審査基準と技術基準の解釈 

この改正により，四技術基準は，保安上達成すべき目標，性能のみを規定する

基準となり，具体的な資機材，施工方法等の規定は，同年5月に資源エネルギー庁

が制定した「技術基準の解釈」（発電用水力設備，発電用火力設備及び電気設備

の技術基準の解釈）に委ねられることとなりました。その後，平成16年3月に発電

用風力設備の技術基準の解釈が示され，「技術基準の解釈」は，電気事業法に基

づく保安確保上の行政処分を行う場合の判断基準の具体的内容を示す「審査基準」

として，技術基準に定められた技術的要件を満たすべき技術的内容の一例を具体

的に示すものと位置付けられています。 

３．審査基準等への民間規格・基準の反映 

この技術基準の改正では，公正，公平な民間の機関で制定・承認された規格で

あれば，電気事業法の「審査基準」や「技術基準の解釈」への引用が可能（原子

力を除く。）となり，技術基準に民間の技術的知識，経験等を迅速に反映するこ

とが可能となりました。 

このようなことから，これら「審査基準」や「技術基準の解釈」に引用を求め

る民間規格・基準の制定・承認などの活動を行う委員会として，「日本電気技術

規格委員会」が平成9年6月に設立されました。 

４．日本電気技術規格委員会の活動 

日本電気技術規格委員会は，学識経験者，消費者団体，関連団体等で構成され，

公平性，中立性を有する委員会として，民間が自主的に運営しています。 

経済産業省では，民間規格評価機関から提案された民間規格・基準を，技術基

準の保安体系において積極的に活用する方針です。当委員会は，自身を民間規格

評価機関として位置付け委員会活動を公開するとともに，承認する民間規格など

について広く一般国民に公知させて意見を受け付け，必要に応じてその意見を民

間規格に反映するなど，民間規格評価機関として必要な活動を行っています。 

具体的には，当委員会における専門部会や関係団体等が策定した民間規格・基

準，技術基準等に関する提言などについて評価・審議し，承認しています。また，

必要なものは，行政庁に対し技術基準等への反映を要請するなどの活動を行って

います。 
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主な業務としては， 

・電気事業法の技術基準などへの反映を希望する民間規格・基準を評価・審議

し，承認 

・電気事業法等の目的達成のため，民間自らが作成，使用し，自主的な保安確

保に資する民間規格・基準の承認 

・承認した民間規格・基準に委員会の規格番号を付与し，一般へ公開 

・行政庁に対し，承認した民間規格・基準の技術基準等への反映の要請 

・技術基準等のあり方について，民間の要望を行政庁へ提案 

・規格に関する国際協力などの業務を通じて，電気工作物の保安，公衆の安全

及び電気関連事業の一層の効率化に資すること 

などがあります。 

５．本規格の使用について 

日本電気技術規格委員会が承認した民間規格・基準は，審議の公平性，中立性

の確保を基本方針とした委員会規約に基づいて，所属業種のバランスに配慮して

選出された委員により審議，承認され，また，承認前の規格・基準等について広

く外部の意見を聞く手続きを経て承認しています。 

委員会は，この規格内容について説明する責任を有しますが，この規格に従い

作られた個々の機器，設備に起因した損害，施工などの活動に起因する損害に対

してまで責任を負うものではありません。また，本規格に関連して主張される特

許権，著作権等の知的財産権（以下，「知的財産権」という。）の有効性を判断

する責任，それらの利用によって生じた知的財産権の有効性を判断する責任も，

それらの利用によって生じた知的財産権の侵害に係る損害賠償請求に応ずる責任

もありません。これらの責任は，この規格の利用者にあるということにご留意下

さい。 

本規格は，「電気設備の技術基準の解釈について」に引用され同解釈の規定に

おける選択肢を増やす目的で制定されたもので，同解釈と一体となって必要な技

術的要件を明示した規格となっております。 

本規格を使用される方は，この規格の趣旨を十分にご理解いただき，電気工作

物の保安確保等に活用されることを希望いたします。 



- 8 -



- 9 -



- 10 -


